
首都圏広域地方計画

首都圏の現状と取り巻く状況について

 東京一極集中の是正
 人口減少・少子高齢化への対応
 地方の暮らしに不可欠な諸機能の確保
 巨大な自然災害リスクへの対応
 気候変動への対応（カーボンニュートラルの実現）
 国際競争力の向上
 エネルギーと食料の安定供給
 テクノロジー
 社会資本整備（交通ネットワーク）

【用語解説】
※首都圏 ：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
※広域首都圏 ：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、

福島県、新潟県、⻑野県、静岡県
※東京圏 ：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
※南関東３県 ：埼玉県、千葉県、神奈川県
※周辺４県 ：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県
※広域４県 ：福島県、新潟県、⻑野県、静岡県

資料５



首都圏広域地方計画

東京一極集中の是正

 東京圏への転入超過
• 2021年に東京都区部は転出超過に転じたが、東京区部以外の東京圏は転入超過が続いている。
• 東京都区部の転入超過数は、2022年上半期で既に2020年を上回っており、2022年は東京圏への転入超過

は増加傾向にある。

〇過去50年間の首都圏、東京圏、東京都区部の転入超過数

出典：住⺠基本台帳人口移動報告を基に関東地方整備局作成
※「東京都区部の寄与」は、「東京都区部の転入超過数」(符号付き)が、「東京都区部の転入超過数」の絶対値と

「都区部を除く東京圏の転入超過数」の絶対値の合計に占める比率
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首都圏広域地方計画

東京一極集中の是正

• 東京都内に本社をおく上場企業のうち、一定割合のテレワーク実施が想定される場合、本社事業所のオ
フィス縮小をすでに検討している、今後検討する可能性がある企業を合わせると6割である。

• テレワーカー割合の高い６職種について、勤務地域別、企業規模別テレワーカー割合を比較すると、いず
れの企業規模でも、東京圏のテレワーカー割合が高い。東京圏の20〜99人規模のテレワーカー割合は、他
地域の1000人以上の規模に匹敵する水準となっている。

 テレワークの進展とオフィスの縮小

出典：国土政策局「企業等の東京一極集中に係る基本調査
（企業向けアンケート）」(2020.11速報)

※東京都内に本社をおく上場企業（2,024社）へのアンケート

〇勤務地域別、企業規模別テレワーカー割合
(テレワーカー割合の高い６職種(注))

〇今後一定割合の社員のテレワーク実施が
想定される場合、本社事業所のオフィス
床の縮小を検討する割合(n=373)

出典：令和3年度テレワーク人口実態調査（本編）
（国土交通省都市局都市政策課）P129
※本図に限り、首都圏：東京都、埼玉県、千葉県、

神奈川県を指す。

（注）研究職【64.1%】、営業【51.6%】、管理職【51.1%】、専
門・技術職（技術職）【49.8%】、専門・技術職（その他の
専門・技術職）【40.9%】、事務職【32.4%】
【】内は雇用型就業者全体に占めるテレワーカーの割合
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首都圏広域地方計画

東京一極集中の是正

 東京圏在住者の出生地
• 東京圏生まれの東京圏育ちの者の割合が増えている。
• 1970年代に生まれた団塊の世代の子供世代以降は、20歳代前半で東京圏以外から東京圏に流入して増加し

た人口が、30歳代以降で減少しなくなってきている。
〇東京圏の0-4歳人口と全国比

〇年齢別の出生地と現住地の分布（東京圏）

〇生年代別に見た東京圏への人口集中率

注 ：出生数＝100としている
出典：第8回人口移動調査報告書（国立社会保障・人

口問題研究所）P35 を基に関東地方整備局作成

出典：国勢調査を基に関東地方整備局作成

出典：国勢調査を基に関東地方整備局作成
(2020)
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首都圏広域地方計画

東京一極集中の是正

 東京圏居住者の関係人口動態
• 東京大都市雇用圏の関係人口（訪問系）の動態については、約40％が自らの大都市雇用圏内を訪問してい

る一方、約60％が自大都市雇用圏外を訪問しており、約49％は自ブロック外の三大都市圏（大阪圏、名古
屋圏）とその他地域を訪問している。

〇東京大都市雇用圏に居住している関係人口（訪問系）
【対象エリアと訪問先】

注：中心都市のDID人口が5万人以上の都市圏を大都市雇用圏として定義。都市雇用圏は「日本の都市圏
設定基準」（金本良嗣・徳岡一幸『応用地域学研究』No.7,1-15,(2002)）に基づく

出典：「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、2020年9月実施）を基に
関東地方整備局作成

〇東京大都市雇用圏の関係人口（訪問系）の動態

※関係人口（訪問系）：日常生活圏、通勤圏、業務上の支社・営業所訪問等以外に定期的・継続的
に関わりがある地域があり、かつ、訪問している人（地縁・血縁的な訪問者を除く）
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首都圏広域地方計画
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人口減少・少子高齢化への対応
地方の暮らしに不可欠な諸機能の確保

 人口減少と高齢化
• 75歳以上の後期高齢人口は、東京都区部とその周辺で主に増加する一方、東京圏の生産年齢人口は減少が

続くと見込まれている。
• 産業の担い手が不足し、介護を含め様々なサービスの供給ができなくなる恐れがある。

〇平成37年施設のサービス利用者数に
対する介護保険施設定員数比率

※資料：平成22年性別・年齢別人口は「国勢調
査」（総務省）、平成22年性別・年齢
別・要介護度別要介護認定者数、平成22
年年齢別・要介護度別施設のサービス利
用者数及び平成22年の施設の定員数は
「平成22年介護サービス施設・事業所調
査」（厚生労働省）、平成37年性別・年
齢別人口は「日本の市区町村別将来推計
人口（平成20年12月推計）」（国立社会
保障・人口問題研究所）をもとに国土交
通省都市局作成。

出典：平成24年度首都圏整備に関する年次報告
P31

出典：令和３年度首都圏整備に関する年次報告 P124

〇75歳以上人口が増加する地域
（2050年推計値と2015年実績値の差）

出典：平成27年国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計
人口（平成30年推計；国立社会保障・人口問題研究
所）を基に関東地方整備局作成

○首都圏の将来推計人口の推移
（東京圏）

0人又はマイナス(減少)

人増加

人増加

人増加

人増加

人以上増加

※概ね１km市報のメッシュ単位
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首都圏広域地方計画人口減少・少子高齢化への対応
地方の暮らしに不可欠な諸機能の確保

 人手不足

〇自衛隊員の人材不足

〇人材不足＋コロナにより運転手が不足

出典：NHKWeb（2022年8月2日）

 若者が来ない︕「⾃衛隊員募集」の深刻現場
－ネットやアニメで募集活動を強化するが…

〇教員の人材不足

 約2割の⼩中学校で教員不⾜の可能性、「社会⼈採⽤」は切
り札にならない訳

－学級担任決まらない、⼀部の受業できない例も

〇コロナにより様々な業界の人材繰り綱渡り

出典：時事通信社（2022年8月6日）

〇産業別高齢就業者
 高齢就業者を主な産業別にみると、「卸売業，⼩売業」が
126万⼈と最も多く、次いで「農業，林業」が108万⼈、
「サービス業（他に分類されないもの）」が103万⼈、
「製造業」が94万⼈などとなっている。

 各産業の就業者に占める高齢就業者の割合をみると、「農
業，林業」が52.2％と最も高く、次いで「不動産業，物品
賃貸業」が26.4％、「サービス業（他に分類されないも
の）」が22.6％、「生活関連サービス業，娯楽業」が
18.2％などとなっている。

出典：東洋経済オンライン
（2018/09/19）

出典：東洋経済オンライン
（2022/06/23）

出典：統計からみた我が国の高齢者−「敬⽼の日」にちなんで−
（2019年）

 都営バス運転⼿にコロナ感染拡⼤⼀部路線で4⽇から
減便へ

 社員感染、⼈繰り綱渡り 外⾷や郵便、鉄道は減便
－新型コロナ

 ⾃治体IT、ベンダー依存 発注側の責任者不在2割超
尼崎USB紛失で弊害露呈 ⼈材不⾜、DXの障害に

出典：日本経済新聞（2022年8月7日）

〇自治体DXに向けた人材不足

 ⾵⼒発電、保守⼈材が不⾜ 海外製品扱う訓練課題
茨城に1000⼈規模の養成施設

出典：日本経済新聞（2022年8月7日）

〇風力発電普及に向けた人材不足

 医師･看護師が仕事シェア 厚労省､⼈⼿不⾜96万⼈に備え
出典：日本経済新聞（2022年7月26日）

〇医療・福祉就業者不足
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首都圏広域地方計画
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人口減少・少子高齢化への対応
地方の暮らしに不可欠な諸機能の確保

 女性の働きやすさ
• 東京圏では、他の地域に比べ、大学院卒・大学卒の女性の割合が高い。
• Ｍ字カーブ(注)の底に当たる、女性の35〜39歳の労働力率は、首都圏では南関東３県で低くなっている。
• ６歳未満の子供がいる世帯における行動の種類別総平均時間は、いずれの都県も夫妻間の差が大きい。そ

の中で、夫の家事・育児時間が最も⻑いのは東京都。神奈川県、千葉県、埼玉県の夫は通勤・通学時間が
⻑く、家事・育児時間が短い。また、茨城県、山梨県の夫は通勤時間が全国平均以下なのにもかかわらず、
家事・育児時間が全国平均に満たない。

〇教育別人口比率（15歳以上・女性）

出典：就業構造基本調査（平成29年）を基に関東地方
整備局作成

※四捨五入の関係で合計値が100.0％にならない場合
がある。

○都県，1日の行動の種類別平均時間
-６歳未満の子供がいる世帯（単位：分）

出典：社会生活基本調査（平成28年）を基に
関東地方整備局作成

〇35〜39歳⼥性の労働力率（2020年）

出典：令和2年国勢調査就業状態等基本集計
結果の概要P6を基に関東地方整備局作成

都県名 労働力
率 順位

茨城県 78.3％ 33位
栃木県 78.0％ 35位
群馬県 80.7％ 24位
埼玉県 74.5％ 45位
千葉県 75.0％ 42位
東京都 79.3％ 26位
神奈川県 73.9％ 46位
山梨県 81.5％ 18位

0.9%

2.4%
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25.4%

16.2%
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全国
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南関東３県

周辺４県

広域４県

大学院卒者 大卒者(院卒除く) その他

（注）「M字カーブ」とは、女性の年齢階級別労働
力率が、グラフを描くと、結婚・出産時期に低
下することを表す。近年、その底である年齢階
級での労働力率が 大幅に上昇し、カーブが浅く
なって、台形へと近づきつつある。
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首都圏広域地方計画
人口減少・少子高齢化への対応
地方の暮らしに不可欠な諸機能の確保

 外国人労働者・学生
• 在留外国人数のうち「専門職」は、首都圏の中では東京都に多い。2020年まで増加傾向だが2021年に減少

し、特に東京都では2020年時より約9％減少している。
• 「技能・技能実習」は、首都圏の中では南関東3県に多い。2019年以降減少傾向が見られ、特に他周辺4県

で2019年時より約17％減少している。
• 「留学」は、首都圏の中では東京都に多い。2019年以降減少傾向が見られ、特に東京都で2019年時より約

45％減少している。

出典：在留外国人統計資料を基に関東地方整備局作成

〇在留外国人数【専門職】 〇在留外国人数【技能・技能実習】 〇在留外国人数【留学】
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首都圏広域地方計画

巨大な自然災害リスクへの対応

 首都直下地震の被害想定

• 首都直下地震で想定されるマグニチュード7程度の地震の30年以内の発生確率は70％程度と予測されている。
• 被害想定では、東京都心の周りを中心とした地震火災発生による建物被害及び死者数が多くなっている。
• 資産等の被害による生産・サービス低下に起因する経済活動への影響が懸念される。

出典：内閣府HP「首都直下地震の被害想
定(概要)」P18,19

（注）過去の首都直下地震対策の記録と
して Ｗｅｂ掲載されているもので、
最新の被害想定ではありません。

〇震度分布（都心南部直下地震） 〇首都直下地震の被害想定〇250ｍメッシュ別の全壊・焼失棟数
（都心南部直下地震、冬夕、風速8m/s）

出典：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）
【別添資料1】〜人的・物的被害（定量的な被害）〜
（中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキング

グループ；2013年12月）P1

出典：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）
【別添資料1】〜人的・物的被害（定量的な被害）〜
（中央防災会議 首都直下地震対策検討ワーキング

グループ；2013年12月）P15を基に関東地方整備局作成
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首都圏広域地方計画

巨大な自然災害リスクへの対応

 大規模水害の被害想定
• 首都圏は、利根川を始めとする河川の氾濫や、東京湾の高潮氾濫など水災害のリスクも抱えており、100万

人規模が被災するなどの被害が想定されている。
• 特にゼロメートル地帯や東京湾臨海部の工業地帯等では、社会経済活動に大きな影響を与える恐れがある。

〇首都圏における大規模水害の被害想定

出典：内閣府「首都圏における大規模水害の被害想定結果の概要」

〇令和元年房総半島台風による被害

出典：内閣府事前防災・複合災害ワーキンググループ（第１回）資料3 P6 10



首都圏広域地方計画

巨大な自然災害リスクへの対応

 インフラの老朽化

• 1 巡⽬の 2014 年度〜2016 年度の点検で健全⼜は予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態
（区分Ⅰ・Ⅱ）と判定された橋梁のうち、修繕等の措置を講じないまま、5 年後の 2019 年度〜2021 年度
の点検において、早期⼜は緊急に措置を講ずるべき状態（区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移した橋梁の割合は全道路管
理者合計で 4%です。

• 各都県ごとの判定区分の割合は地域によって異なっています。

〇都道府県別判定区分の割合（地方公共団体管理橋梁）

出典：「道路メンテナンス年報」（令和3年度・二巡⽬）（国土交通省道路局）
より引用

〇判定区分Ⅰ・Ⅱの施設の５年後の判定区分Ⅲ・Ⅳへの遷移状況

※（ ）内は、1 巡⽬（2014 年度〜2016 年度）の結果が判定区分ⅠまたはⅡと
なった橋梁数のうち、修繕等の措置を講じないまま 5 年後の 2019 年度〜
2021 年度に点検を実施した橋梁の合計。

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。

出典：「道路メンテナンス年報」（令和3年度・二巡⽬）（国土交通省道路局）
より引用

※2022 年 3 月末時点の 2014〜2021 年度の最新の点検結果をもとに
作成したものである。

また、四捨五入の関係で合計が 100％とならない場合がある。
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首都圏広域地方計画

気候変動への対応（カーボンニュートラルの実現）、巨大な自然災害リスクへの対応、
エネルギーと食料の安定供給、国際競争力の向上

 産業部門のCO2排出量とコンビナート
• 産業部門からのCO2排出量は、東京湾臨

海部を始め、工業地帯を抱える沿岸部の
都市で多くなっている。

• かつて“産業のコメ”と言われた鉄鋼であ
るが、近年、高炉を休止し、生産を縮小
する動きが出ている。

• 東京ガスは、東京圏・北関東で高圧ガス
パイプラインのループ化、LNGタンク容
量の増強によりLNG基地の相互バック
アップを図っている。

JFEスチール、2023年に川崎の高炉休止
国内需要減や中国との競争激化で

出典：日刊自動車新聞電子版（2020.03.30）

〇産業部門からのCO2排出量と製鉄所・製油所
・火力発電所・石油化学コンビナート及び
高圧ガスパイプライン

製鉄所（高炉）

製油所

鉄鋼、石油化学等の集積

火力発電所

LNG基地

高圧ガスパイプライン

日本製鉄、鹿嶋の高炉１基休止 国内生産能力２割減に
出典：日本経済新聞（2021年2月18日）

出典：環境省 2019年度温室効果ガス排出量の推計、
全国製鉄所見学マップ（日本鉄鋼連盟HP）、
製油所の所在地と原油処理能力
（2021年3月末現在；石油連盟HP）、
石油化学コンビナート所在地およびエチレン
プラント生産能力（石油化学工業協会HP）
東京ガス株式会社会社説明資料（2021年3月）
を基に関東地方整備局作成

万トン

100 – 500万トン

500 – 1,000万トン

1,000万トン以上

1,000万トン

(年度)
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首都圏広域地方計画

国際競争力の向上

 デジタル人材・スタートアップ企業・産学連携
• 全国のＩＴ技術者100万人のうち、58.1％が東京圏に集中している。
• 全国のスタートアップ企業の資金調達状況を見ると、東京都の企業が全国の８割以上を占めている。
• 東京都における令和２年度の産業共同研究実施件数は7,379件であり、全国の約4分の1を占めている。

出典：令和2年度大学等における産学連携等実施状況調査（文部科学省）
を基に関東地方整備局作成

〇都道府県別ＩＴ技術者数の割合

〇首都圏都県別産業共同研究実施件数（令和２年度）

出典：デジタル人材の育成・確保に向けて（令和４年２月）P7

〇全国と東京都とのスタートアップ企業の資金調達額

出典：令和３年度首都圏整備に関する年次報告 P54

※ＩＴ技術者：
職業（小分類）における「システムコンサルタント・設計者」及び
「ソフトウェア作成者」及び「その他の情報処理・通信技術者」の数
を合算

※就業者総数：15歳以上
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首都圏広域地方計画

エネルギーと食料の安定供給

 食料自給率
• 首都圏は近畿圏に次いで食料自給率（生産額ベース）が低い。都県別に見ると、東京都・神奈川県・埼玉

県が全国ワースト４である一方、茨城県・栃木県は食料自給率（生産額ベース）が１００％を超えている。

〇食料自給率（令和元年度における生産額ベース） 〇圏域別食料自給率（令和元年度における生産額ベース）

出典：農林水産省「都道府県別食料自給率について」、農林水産省
「食料・農業・農村白書」を基に関東地方整備局作成

出典：農林水産省「都道府県別食料自給率に
ついて」を基に関東地方整備局作成

※圏域別食料自給率は、都道府県人口の按分より各都道府県の食
料生産額および食料消費仕向額を算出し、圏域別に集計した

都道府県 食料自給率[%]
（生産額ベース）

47都道府県
順位

茨城県 122% 14位
栃木県 110% 19位
群馬県 96% 22位
埼玉県 17% 44位
千葉県 60% 31位
東京都 3% 47位
神奈川県 12% 45位
山梨県 85% 26位
首都圏 39％ ―
広域首都圏 44％ ―

※太字下線は全国平均(66%)超のもの
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首都圏広域地方計画

エネルギーと食料の安定供給

 エネルギー需給
• 首都圏は、電力需要量が発電量を上回っており、特に東京都の電力需要量が多くなっている。
• 一方、発電量は千葉県・神奈川県が大きく、広域首都圏では発電量が電力需要量を上回っている。
• 新エネルギー等発電所での発電量は福島県、茨城県が多くなっているが、発電量に占める割合は小さい。

出典：電力調査統計（2021年度；資源エネルギー庁）を基に、関東地方整備局作成
※「電力需要量」は、電気事業者の販売電力量と電気事業者の特定供給・自家消費の合計
※「発電量」は、電気事業者（小売電気事業者、一般送配電事業者、送電事業者、特定送配電事

業者及び発電事業者）が発電した電力量のみを取りまとめたもの
※「新エネルギー等発電所」は、風力・太陽光・地熱・バイオマス・廃棄物の計

都県名
電力需要量
（億kWh）

発電量
(億kWh)

うち、新エネルギー等発電
所 計 (億kWh)

新エネルギー等発電所が発
電量全体に占める割合

茨城県 241.7 421.7 15.2 3.6%
栃木県 161.1 94.3 7.6 8.1%
群馬県 158.2 54.0 4.9 9.0%
埼玉県 380.9 6.1 0.9 14.2%
千葉県 352.3 848.3 9.0 1.1%
東京都 763.5 65.9 0.2 0.4%
神奈川県 470.1 823.9 0.6 0.1%
山梨県 59.8 30.6 1.1 3.6%
首都圏 計 2,587.6 2,344.8 39.5 1.7%
福島県 153.4 558.2 19.4 3.5%
新潟県 166.8 373.1 1.7 0.5%
⻑野県 152.3 77.0 2.1 2.8%
静岡県 284.5 74.7 8.1 10.9%
広域首都圏 計 3,344.7 3,427.8 70.9 2.1%

〇電力需要量と発電量（2021年度）
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首都圏広域地方計画

テクノロジー

 ＜2040年の社会＞人間性の再興・再考による柔軟な社会

出典：令和2年版科学技術白書（文部科学省）P27

• 文部科学省科学技術・学術政策研究所の専門家・有識者約20名によるワークショップでは、科学技術発展
による未来の社会を描く「基本シナリオ」を作成。この議論を通じて、2040年に⽬指す社会を「人間性の
再興・再考による柔軟な社会」にまとめている。
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首都圏広域地方計画

テクノロジー

 国土交通技術行政の基本政策懇談会サードステージとりまとめ概要

出典：国土交通技術行政の基本政策懇談会 サードステージとりまとめ（概要）（2021年6月）
社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会 国土交通技術行政の基本政策懇談会

• ファースト・セカンドステージの議論に加え、新型コロナウィルス感染症を踏まえた「分散型の新しい国
の形」や2050年カーボンニュートラル実現に向けた「地球温暖化対策の強化」を主要な枠組みとし、「技
術政策の進め方（横断的課題）」と「主要技術政策（テーマ別）」の方向性についてとりまとめている。
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首都圏広域地方計画

社会資本整備（交通ネットワーク）

 関東ブロック広域道路ネットワーク計画図

出典：関東ブロック新広域道路交通計画（2021年7月関東地方整備局）

※概ね20〜30年間の中⻑期的な視点で検討されたもの
※関東ブロックとは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、山梨県の１都７県に、関係の深い⻑野県を加えた１都８県
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首都圏広域地方計画

社会資本整備（交通ネットワーク）

 旅客輸送量及び貨物輸送量の推移

• 2020年度に旅客輸送量、貨物輸送量ともに2019年度と比較して減少している。
• コロナ禍による交流量の縮小が推測されるが、2021年度になり関東の貨物輸送量は2018年度比96％まで

回復しているが、旅客輸送量は2018年度比80％まで回復していない。

出典：自動車輸送統計及び鉄道輸送統計を基に関東地方整備局作成
※「関東」は、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
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旅客輸送量、貨物輸送量の推移
【2018年度=100】

関東 鉄道旅客（定期） 関東 鉄道旅客（定期外）
関東 バス乗合旅客 関東 自動車貨物
全国 JR旅客 全国 新幹線旅客
全国 バス乗合旅客 全国 自動車貨物
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